
1 

２０１３年 11月  1日 

     We aim to be a sincere company that our customers, business 
        partners, and local communities trust. 
          We aim to be a sincere company that our shareholders trust. 
              We aim to be a sincere company that our employees trust 

一般社団法人 日本経済調査協議会 
第５回 危機管理研究会 

セブン＆アイHLDGS. 
イトーヨーカ堂 

 

もうひとつのライフラインの構築に向けて 
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１. 充分な自社の与件分析 

・ 大規模災害対策は、自社の与件・環境を詳細に分析して策定する。 

・ 対応策は、自社以外にもグループ各社や関係者・団体の総合力を引き出す。 

0

Ⅰ．大規模災害対策構築の前提（ｸﾞﾙｰﾌﾟの概要）

2013年3月現在

1

Ⅰ.-２大規模災害対策構築の前提（ｲﾄｰﾖｰｶ堂の概要）

店舗所在店舗所在店舗所在

２２４４都道府県都道府県 売場面積売場面積売場面積

４８４８百坪百坪//店店

従業員数従業員数従業員数

３３７７千人千人

来店数来店数来店数

１２１２３３万万//日日

業 種業業 種種

小売業小売業

物流関係拠点物流関係拠点物流関係拠点

約７０ヶ所約７０ヶ所

お取引き先数お取引き先数お取引き先数

６６８８百社百社

テナント数テナント数テナント数

２０２０百社百社
売 上売売 上上

３３６６億億//日日

店舗数店舗数店舗数

１７４１７４店舗店舗
・・ お客様と従業員の安全と安心の確保お客様と従業員の安全と安心の確保

・・ 本部と店舗との綿密な連携本部と店舗との綿密な連携

・・ 店舗への安定した商品供給店舗への安定した商品供給

・・ 地域社会および関係行政との協力体制地域社会および関係行政との協力体制

2013年2月末現在



3 

２. 基本理念と重要業務の絞り込み 

・ 大規模災害対策は、社是を実現することを基本理念とする。 

・ 災害時は「商品調達」「物流体制」「店舗修繕」を重要業務と位置づける。 
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Ⅱ. 大規模災害対策と事業継続の基本理念

「社是」
私たちは、お客様に信頼される、誠実な企業でありたい。

私たちは、取引先、株主、地域社会に信頼される、誠実な企業でありたい。
私たちは、社員に信頼される、誠実な企業でありたい。

「社是」
私たちは、お客様に信頼される、誠実な企業でありたい。

私たちは、取引先、株主、地域社会に信頼される、誠実な企業でありたい。
私たちは、社員に信頼される、誠実な企業でありたい。

人命救助と
安全確保

人命救助と人命救助と
安全確保安全確保

地域社会への
協力と救援

地域社会への地域社会への
協力と救援協力と救援

事業会社の
早期営業再開
事業会社の事業会社の

早期営業再開早期営業再開

セブン＆アイHLDGS.における大規模災害対策の基本理念

－ 何を目的に災害対策を行うか －

企業価値の維持・向上企業価値の維持・向上企業価値の維持・向上 企業ﾛｲﾔﾘﾃｨの最大化企業ﾛｲﾔﾘﾃｨの最大化企業ﾛｲﾔﾘﾃｨの最大化 信頼の確保信頼の確保信頼の確保

ＣＳＲの実践ＣＳＲの実践ＣＳＲの実践 ライフライン機能の発揮ライフライン機能の発揮ライフライン機能の発揮

大規模災害の時にどう実践するか

5

Ⅲ. 災害発生時の重要業務の整理（絞込み）と復旧目標

重要業務の絞込み重要業務の絞込み

人命救助と安全確保（最優先）人命救助と安全確保（最優先）人命救助と安全確保（最優先）
まず基本となることまず基本となることまず基本となること

商品調達商品調達商品調達 物流体制物流体制物流体制

・商品在庫の確認

・品薄品の調達

・調達品の配分

・商品在庫の確認・商品在庫の確認

・品薄品の調達・品薄品の調達

・調達品の配分・調達品の配分

・被害状況の把握

・既存業者との連携

・現地に配置

・優先順位を考慮して

修繕

・被害状況の把握・被害状況の把握

・既存業者との連携・既存業者との連携

・現地に配置・現地に配置

・優先順位を考慮して・優先順位を考慮して

修繕修繕

・センター機能の確認

・輸送体制の確保

・代替センターの選定

・被災センターの復旧

・センター機能の確認・センター機能の確認

・輸送体制の確保・輸送体制の確保

・代替センターの選定・代替センターの選定

・被災センターの復旧・被災センターの復旧

店舗修繕店舗修繕店舗修繕

・通常の仕入れルート活用

・緊急手配

・トップ交渉

・通常の仕入れルート活用

・緊急手配

・トップ交渉

・グループ全体への配分

・被災地への優先配分

・弱者への対応

・支援物資、義援物資対応

・グループ全体への配分

・被災地への優先配分

・弱者への対応

・支援物資、義援物資対応
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３. 常態化された緊急体制 
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Ⅶ. 公共交通遮断時の対応（本部の臨時対策本部の設置）

・対策本部設置の優先

・複数の臨時対策本部候補店舗
の設定

・入店店舗の自己申告

・臨時対策本部での役割分担

・対策本部設置の優先・対策本部設置の優先

・複数の臨時対策本部候補店舗・複数の臨時対策本部候補店舗
の設定の設定

・入店店舗の自己申告・入店店舗の自己申告

・臨時対策本部での役割分担・臨時対策本部での役割分担

対策本部の立ち上げ対策本部の立ち上げ

・主要役員宅に衛星携帯を設置

・全店カバーの通信施設の設置

・入店店舗一覧の作成と配信

・Ｅメールでの災害状況の報告

・主要役員宅に衛星携帯を設置・主要役員宅に衛星携帯を設置

・全店カバーの通信施設の設置・全店カバーの通信施設の設置

・入店店舗一覧の作成と配信・入店店舗一覧の作成と配信

・Ｅメールでの災害状況の報告・Ｅメールでの災害状況の報告

情報の共有化情報の共有化

災害対策本部の設置場所を本部か
ら集合可能な下記店舗に変更する

●東京都…武蔵境店
●神奈川県…新百合ヶ丘店
●埼玉県…アリオ川口店
●千葉県…松戸店

災害対策本部の設置場所を本部か
ら集合可能な下記店舗に変更する

●東京都…武蔵境店
●神奈川県…新百合ヶ丘店
●埼玉県…アリオ川口店
●千葉県…松戸店

交通遮断時の入店店舗交通遮断時の入店店舗

公 共 交 通 が 遮 断 さ れ 、 本 部 に

集 合 が 困 難 な 場 合

公 共 交 通 が 遮 断 さ れ 、 本 部 に

集 合 が 困 難 な 場 合
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Ⅷ. 主要幹部との通信網の確保

・企業にﾀﾞﾒｰｼﾞが大きい事態ほど、
迅速なトップの判断が必要

・勤務時間は一日の２５％程度

・災害が大規模になるほど、公共
の通信手段の遮断が長い

・企業にﾀﾞﾒｰｼﾞが大きい事態ほど、・企業にﾀﾞﾒｰｼﾞが大きい事態ほど、
迅速なトップの判断が必要迅速なトップの判断が必要

・勤務時間は一日の２５％程度・勤務時間は一日の２５％程度

・災害が大規模になるほど、公共・災害が大規模になるほど、公共
の通信手段の遮断が長いの通信手段の遮断が長い

通信網の必要性通信網の必要性

・災害時優先電話（固定・携帯）

・衛星携帯電話

・ＦＭ無線機

・ＭＣＡ無線機・・・他

・災害時優先電話（固定・携帯）・災害時優先電話（固定・携帯）

・衛星携帯電話・衛星携帯電話

・ＦＭ無線機・ＦＭ無線機

・ＭＣＡ無線機・・・他・ＭＣＡ無線機・・・他

緊急時の通信手段緊急時の通信手段

主要幹部宅への衛星携帯電話の配備主要幹部宅への衛星携帯電話の配備

記 
 

＜ 燃料備蓄基地の概要 ＞ 
 
◆建設地・敷地面積 等 
  ➢ 番  地：埼玉県 北葛飾郡杉戸町 大字本郷 674-1 
           〔イトーヨーカ堂の物流センター（杉戸センター）敷地内〕 

  ➢ 敷地面積：約 650 坪 

  ➢ 施  設：地下タンク、給油計量機、上屋（キャノピー）、事務所 等 

 
◆スケジュール 

  ➢ 着工：2013 年 05 月末 
  ➢ 完成：2013 年 12 月末  
 
◆目的・運用 

  ➢ 平時においては、燃料の販売・配送事業を手掛ける三和エナジー株式会社   

（神奈川県横浜市）が営業拠点として利用（燃料劣化防止にもつながります） 

    〔セブン&アイと三和エナジーが土地・本基地に関する契約・協定書を締結〕 
  ➢ 災害発生時は、備蓄燃料を避難所への緊急物資配送や、セブン&アイ各店舗への

商品配送のために利用 
 

◆備蓄燃料 

  ➢ 400kℓ〔軽油 350kℓ（緊急配送として利用）、ガソリン 50kℓ（予備）〕 
 ＊燃料備蓄基地タンクの総容量：800kℓ 

    〔ご参考：軽油 350kℓ＝災害発生時、首都圏（1 都 3 県）のセブン-イレブン、 
イトーヨーカドー、ヨークマートの全店（約 5,100 店舗） 
約 10 日間分の緊急配送をカバーできる量〕 

 

◆施設の耐震性 

  ➢ 震度 7 の大地震を想定した耐震性の高い堅牢な構造 
  ➢ 停電・給油施設被災の場合でも、非常用発電機・手動ポンプを使用することで 

    給油可能 

 

◆建設コスト 

  ➢ 約 4 億円（セブン&アイ・ホールディングス負担） 
 

以上 
 
 

東日本大震災の被災者の皆様には心よりお見舞い申し上げます。 
 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

 株式会社セブン&アイ・ホールディングス 広報センター TEL.03-6238-2446 
 

                    

 

避難所や店舗への緊急配送として燃料 400Kℓを備蓄 

国内小売業初 燃料備蓄基地を建設 
～5 月末 埼玉県 杉戸町で着工、12 月末 完成予定～ 

 
 
株式会社セブン&アイ・ホールディングス（代表取締役会長 最高経営責任者:鈴木 敏文）

は、大規模災害対策の一環として、国内小売業で初めて、燃料備蓄基地を建設いたします。 
この基地は、災害発生時の緊急物資搬送用として燃料 400 キロリットルを常時備蓄する 

もので、埼玉県北葛飾郡杉戸町にあるイトーヨーカ堂の物流センター敷地内にて 5 月末 

に着工いたします（年内完成予定）。 
 
甚大な被害をもたらした東日本大震災では、製油所等の燃料拠点の被災、交通網の悪化

等により、被災地のみならず首都圏でも深刻な“ガソリン不足”が発生しました。 
また、政府、経済界におきましても、災害に強い国づくりを目指す上で、“燃料の供給

網確保”を最重要課題のひとつとして掲げております。 
セブン&アイでは、こうした動向を重視し、平時はもとより緊急時における社会的責任

ならびに BCP（事業継続計画）の観点から、このたび本基地の建設を決定いたしました。

この基地により、首都直下地震等の大規模災害発生時において、被災地域をはじめとする

避難所やセブン&アイ各店舗へ緊急物資・商品をより迅速・確実に配送することが出来る

ようになります。 
 
セブン&アイは、コンビニエンスストア、スーパーストア、百貨店等、多業態を擁する

他に類を見ない小売グループとして、災害発生時における社会インフラとしての機能を 

より一層強化すべく、今後も大規模災害への対策に注力してまいります。 

2013 年 5 月 22 日 

首都直下地震等、大規模災害への対策 

 

・ 決裁者の優先付けと、交通網が遮断されたときの所在の明確化。 
・ 主要幹部の自宅に衛星携帯電話を配備して、通信網を確保。 
・ センターにガソリンスタンドを併設して、燃料備蓄基地として活用。 



5 

４. ＢＣＰ対策から日常業務でのＢＣＭへ 

・関係者も巻き込んだＰＤＣＡサイクルの活用でリスクの最小化を図る。 

・ 東日本大震災の際の対応を詳細に分析し、課題から対応の再構築を行う。 

47

１９．東日本大震災対応の分析と課題

①①東日本大震災対応の分析東日本大震災対応の分析

 
 
 
 
 

がんばろう  ニッ ポン！ 

 
 
 
 

復興を支える 
第６のインフラとしての役割について 

（東日本大震災の検証と課題） 

 
 
 
 
 
 
 

２０１１年７月 

 
グループ渉外 

１．義援物資と募金活動について 

被害の大きかった宮城・岩手県への義援物資の提供を当日決定し、簡便商品（パン・

バナナなど）をいち早く届けるためにヘリコプター、トラックの手配を実施。宮城県庁

の窓口に義援物資の提供を打診しました。 

翌日、ヘリコプターで被災地にパン 1.200 個を届け、その後、７＆ⅰHD、セブン

ーイレブン、イトーヨーカ堂、ヨークベニマル、赤ちゃん本舗からも義援物資として水、

バナナ、パン、カップラーメン、ベビーフード、紙おむつ、毛布などを宮城・岩手・福

島の各県と、その県下の市及び団体にお届けしました。また、当社から給水車による援

助を申し出たところ、宮城県から石巻赤十字病院への派遣要請があり、延べ 11 回の給

水援助を行いました。 

義援金募金活動は３月 13 日から 4 月 30 日までの間、セブンーイレブン・イトー

ヨーカ堂・そごう西武・ヨークベニマル・７&ⅰフードシステムズの各社 14,000 の店

舗と本部で実施しました。 

義援金 
グループ各社の店頭での募金：  12 億 24 万円 
セブン＆アイホールディングス：  ５億円 
伊藤名誉会長        ： 10 億円 
鈴木会長          ：  １億円   合計 28 億 24 万円 
お届け先 

宮城県：  １０億 8,753 万円 
岩手県：   8 億 3,635 万円 
福島県：   ８億 3,635 万円 
茨城県：     2,000 万円 
千葉県：     2,000 万円  他 

義援物資 
           4,700 万円相当  

義援物資一覧表 

事業会社  日 付  義援物資 数 量 輸送手段 お届け先 

 
 

ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ 
 
 

３６百万円 

３/１２ 

３/１２ 

３/１２ 

３/１２ 

３/１２ 

3/13～16 

７P天然水 2L 

バナナ 

毛布 

毛布 

ﾊﾟｯｸ入りご飯 

給水車（11回） 

30,000本 

1,200 ｹｰｽ 

4,035枚 

7,432枚 

4,800個 

１台 10t 

トラック５台 

トラック 

トラック３台 

トラック３台 

トラック 

宮城県 

宮城県 

岩手県 

名取市・岩沼市 

宮城県 

石巻赤十字病院 

７＆ⅰＨＤ 
３百万円 

3/12・13 菓子パン 1,700個 
ヘリコプター 

２機 
宮城県 

ｾﾌﾞﾝｰｲﾚﾌﾞﾝ J 
１百万円 

３/１１ 

３/１２ 

ﾐﾈﾗﾙｳｵｰﾀｰ 2L 

食パン 

1,728本 

5,918個 

トラック 

トラック 

福島県 

郡山市 

ﾖｰｸﾍﾞﾆﾏﾙ 
3/12 

 ～5/19 

ｵﾆｷﾞﾘ、ﾊﾟﾝ、水、

粉ﾐﾙｸ、ｶｯﾌﾟﾗｰﾒﾝ

等多数 

114,636 ｹｰｽ トラック 

福島県・郡山市・会津

若松・福島市・田村

市・相馬市・他４市 

赤ちゃん本舗 
 

７百万 

３／１５ おしりふき 

粉ミルク 

紙おむつ 

ﾍﾞﾋﾞｰﾌｰﾄﾞ 

ﾍﾞﾋﾞｰ飲料 

9,600個 

916個 

1,260個 

16,543 

1,824 

トラック 日本助産師会 

Ⅳ．政府・自治体との連携 

被災地の関係行政と連携し、いち早く被災地に対する支援物資の提供を行うことは、グ

ループとしての社会的使命のひとつです。 

これまで、大規模災害が発生した時に備え、各自治体と積極的に「災害時の応急物資の 

供給の協定」を推進し、大震災前は 79 団体（１道・１府・６県・６区・５８市・１町・１

協議会・１庁・３署・１公社）と協定を結び、自治体の主催する防災訓練にも積極的に参

加をしてきました。 

大震災直後は、政府、自治体、各団体、個人などから、被災地への支援物資や救助隊要

員の食料等の要請が、店舗、本部、商品部、広報センターに殺到したことから、関係各部

で協議し、受付窓口を広報センターに１本化して対応しました。 

また、被災地へのスムーズな物資輸送を行うため、埼玉県・神奈川県に 190 台分の緊急

車輌事前申請を行っていましたが実際には活用出来ず、被災地である宮城県からＦＡＸで

高速道路通行許可証の送付をうけて支援物資の輸送に使用しました。 

 

 

                              高速道路許可証 

 

                          
                          
 
 
 
                             
 
                          

                          

                          

                          

                          
                          
 
 
 
 

 

3/12 日経新聞夕刊 

 

 

緊急交通路指定を知らせる新聞記事 

東日本大震災対応を分析し、今後の大規模地震対策に活用した。東日本大震災対応を分析し、今後の大規模地震対策に活用した。東日本大震災対応を分析し、今後の大規模地震対策に活用した。
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５. ＰＤＣＡの繰返しによる、より精度の高いＢＣＭへ 

・ 代替本部の設置をする際の基準についての条件を見直す。 

・ 重要業務のサブテーマであった代金決済をメインテーマに格上げした。 

50

20.-3 東日本大震災対応での課題と体制づくり

①本部使用が不可能となった場合の関東圏内での代替本部体制構築

②「交通機関の遮断」および「道路・交通規制」により、遠方への
移動が困難な状況となった場合の体制構築

①①本部使用が不可能となった場合の関東圏内での本部使用が不可能となった場合の関東圏内での代替本部体制代替本部体制構築構築

②②「交通機関の遮断」および「道路・交通規制」により、遠方への「交通機関の遮断」および「道路・交通規制」により、遠方への
移動が困難な状況移動が困難な状況となった場合の体制構築となった場合の体制構築

④－１ 代替本部体制の構築④－１ 代替本部体制の構築

●東京都…武蔵境店
●神奈川県…新百合丘店
●埼玉県…アリオ川口店
●千葉県…松戸店

●東京都…武蔵境店
●神奈川県…新百合丘店
●埼玉県…アリオ川口店
●千葉県…松戸店

全店に衛星携帯電話もしくはＦＭ無線

電話が設置されており、本部部および

必要な店舗に電話通話が可能。

全店に衛星携帯電話もしくはＦＭ無線

電話が設置されており、本部部および

必要な店舗に電話通話が可能。

③③同一電力会社管内以外での代替本部体制確立同一電力会社管内以外での代替本部体制確立

◆代替本部の機能の一部移転◆代替本部の機能の一部移転

⇒被災していない店舗の通常稼働⇒被災していない店舗の通常稼働

⇒被災地に引きずられない営業体制の確立⇒被災地に引きずられない営業体制の確立

51

20.-4 東日本大震災対応での課題と体制づくり

④－２ 代替本部体制の構築④－２ 代替本部体制の構築

店舗営業体制の確立店舗営業体制の確立

⇒被災していない店舗の通常稼働⇒被災していない店舗の通常稼働

⇒被災地に引きずられない営業体制の確立⇒被災地に引きずられない営業体制の確立

受発注業務受発注業務受発注業務 商品の納入商品の納入商品の納入 代金決済代金決済代金決済

店舗営業体制の確立店舗営業体制の確立店舗営業体制の確立

被災していない店舗の通常営業体制を確立することが重要となる。被災していない店舗の通常営業体制を確立することが重要となる。被災していない店舗の通常営業体制を確立することが重要となる。
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６.緊急体制の見直しの事例（安否確認・災害対策マップシステム） 

56

自社専用の安否確認システム 公共のシステムも併用自社専用の安否確認システム自社専用の安否確認システム 公共のシステムも併用公共のシステムも併用

⑨安否確認⑨安否確認

20.-9 東日本大震災対応での課題と体制づくり

・業務連絡機能を付けた自社専用の安否システムを導入

・自社専用の安否確認システムに加え、公共の安否確認システム
のバックアップとして併用

・・業務連絡機能を付けた自社専用の安否システムを導入業務連絡機能を付けた自社専用の安否システムを導入

・自社専用の安否確認システムに加え、公共の安否確認システム・自社専用の安否確認システムに加え、公共の安否確認システム
のバックアップとして併用のバックアップとして併用

優先順位 方法 現在地 

必 須 ７＆ｉ 安否確認システム※ 本部内・本部外 

併用 1 対面報告 本部内 

併用 2 固定電話、携帯電話 本部内・本部外 

併用 3 携帯メール 本部外 

併用 4 
ＮＴＴ災害用伝言ダイヤル
（１７１） 本部外 

 

58

危機管理システムの構築
・被災地のグループの店舗やベンダーの配置
・地震情報との連動
・店舗との通信状況のマップ化
・災害による各種情報をマップ化

危機管理システムの構築危機管理システムの構築
・被災地のグループの店舗やベンダーの配置
・地震情報との連動
・店舗との通信状況のマップ化
・災害による各種情報をマップ化

⑪危機管理システムの構築⑪危機管理システムの構築

20.-11 東日本大震災対応での課題と体制づくり

被災地店舗の状況が
可視化できる

店舗の被災状況を明確にし、フォロー体制の優先付けを行う店舗の被災状況を明確にし、フォロー体制の優先付けを行う

地震

火災

台風

洪水

大雨災害

テロ被害

被害情報

詳細地図

店舗情報

情報を重畳して管理

地震

火災

台風

洪水

大雨災害

テロ被害

被害情報

詳細地図

店舗情報

被害情報

詳細地図

店舗情報

情報を重畳して管理

4.停電情報の表示 
各店の停電情報をアイコンで表示。 

   セブン銀行 ATM の状況による情報を地図上に表示 
 
 

5.鉄道運行状況の表示 
首都圏・東海地方の鉄道路線を表示。運行状況に 
応じて鉄道路線を色分け表示。 

   情報の一元化・共有化を目的にインターネット 
情報を入力。 

   
 

6.道路通行状況の表示 
首都圏・東海地方の主要を表示。通行状況に 
応じて道路を色分け表示。 

   情報の一元化・共有化を目的に入力。 
 
 

7.火災・洪水情報の表示 
火災や洪水等の災害情報を表示。災害の種類に 
応じて地図上にアイコンを表示。 

   情報の一元化・共有化を目的に行政からの 
情報を入力。 

 
 

8.河川情報の表示 
首都圏・東海地方の主要な河川を表示。状況に 
応じて河川を色分けして表示。 

   情報の一元化・共有化を目的にマスコミからの 
情報を入力 

 
 

9.災害地点からの同心円・多角形表示と店舗抽出 
災害地点情報を登録し、地点から同心円または 
多角形で表示。同心円または多角形内に含まれ 
る店舗を抽出することで、災害の影響度等を把 
握することが可能。 

   情報の一元化・共有化を目的に情報を入力 
 
 
 
 

セブン&アイ・ホールディングス ホームページはこちら  http://www.7andi.com/ 
以 上 

 
＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

    株式会社セブン&アイ･ホールディングス 広報センター Tel.03-6238-2446 
 

 

 

 

鉄道運行情報画面 

 
道路情報画面 

災害地点からの同心円・多角形表示画面 

河川情報画面 

 2012 年 11 月 28 日   

 

 

 

 

 

 
 

 

株式会社セブン&アイ・ホールディングス（東京都千代田区、代表取締役社長 最高執行

責任者＜COO＞：村田紀敏）は、大規模地震発生時にグループ各店の被害状況や影響範囲

等をパソコン画面の地図上に表示させることで、被災状況を速やかに把握するとともに、

店舗支援の迅速化を図る新たな危機管理システム『災害対策マップシステム』を 12 月 3
日（月）よりグループ各社に導入いたします。 

2011 年の「東日本大震災」発生直後の段階においては、「地震発生時の該当店舗の震度」

「店舗対応の優先順位」「被災地のライフラインの状況」「交通機関の状況」等が不明確だ

ったという課題を残しました。今回のシステムは、情報を一元化し同じ地図上で全店舗を

災害情報と合わせて管理することにで、災害時の店舗支援の迅速化を図ることを目的に、

セブン&アイ・ホールディングスと株式会社ゼンリンとの共同開発により実現いたしまし

た。 

 

■導入日：2012 年 12 月 3 日（月） 
 
■導入会社：セブン-イレブン・ジャパン、イトーヨーカ堂、そごう・西武、セブン銀行、 

      ヨークベニマル、セブンフードシステム、セブン&アイ・ホールディングス 

      （グループ 7 社） 

■導入システム：『災害対策マップシステム』（各社の危機管理部門等に専用ソフトが 

インストールされた専用パソコンを 1～2 台導入） 

 
＜『災害マップシステム』の主な機能等＞ 

 
  1.地域ごとの震度速報の表示 

（財）気象業務支援センターの配信する地震情報を受信し、地図上に震度情報を表示。震度 
3 以上の全国約 180 に区分した地域名と地震の発生時刻を表示。 
地震発生から 1～3 分程度で配信 

 
2.店舗情報の表示 

地域ごとの震度情報と同じ画面上に、事業会社ごと 
   の店舗位置にアイコンを表示。事業会社ごとに表示 
   切り替えが可能。表示対象エリアの絞り込み 
  （都道府県・市町村単位、および任意の範囲）が可能。 
   地震発生から 2～3 分程度で配信 
 
 

3.観測地点ごとの震度速報の表示 
観測地点（全国 4,300 地点）ごとの地震の発生場所（震源）や、規模（マグニチュード） 

の情報を表示。地震発生から 4～7 分程度で配信 

地震発生時に、グループ各店の店舗別震度を「見える化」 

セブン&アイが『災害対策マップシステム』を導入 
～12/3（月）、グループ 7 社にて運用開始～ 

  
 

 
震度情報画面 

★画面イメージ 

新たな危機管理システム 

ご参考 

・ 安否確認システムは、限定された対象者をグループ全社員を対象とした。 

・ 全国に分散した店舗の被害状況を、即座に地図上に表示し対応の優先付け。 
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７. 新たな課題へのチャレンジ（南海トラフ大地震に伴う影響） 

資料1-1

東日本大震災時の商品の需給バランス

・ 災害発生時は、飲料水及び簡便食品等が通常の１０倍から30倍の需要。 

・社会的影響は、国内の事業者数で46％、製造品出荷量は78％と甚大。 

 

１．東南海地震による生産への影響（日本全体での在庫の割合）

カテゴリー
在庫量ｔ 割合 日数 代表的なﾒｰｶｰ 量ｔ

米　　単位：トン　　ﾏｰｹｯﾄ全体の在庫量 890,370 100% 40.1日 一日当り生産量 22,200

産地にある在庫量 342,450 38% 15.4日 増産可能な生産量 3,960
※米の場合は 小売りにある在庫量 547,920 62% 24.7日 一日当り消費量 22,200
産地の在庫量＝生産量

飲料水 ﾏｰｹｯﾄ全体の在庫量 3,830 100% 11.8日 一日当り生産量 383

単位；万本 ﾒｰｶｰにある在庫量 3,256 85% 10.0日 増産可能な生産量 77

　　　(２ℓ換算) 問屋にある在庫量 575 15% 1.8日 一日当り消費量 325

小売りにある在庫量 383 10% 1.2日 

カップ麺 ﾏｰｹｯﾄ全体の在庫量 5,700 100% 6.5日 一日当り生産量 950

単位：万食 ﾒｰｶｰにある在庫量 3,990 70% 4.5日 増産可能な生産量 190

問屋にある在庫量 1,140 20% 1.3日 一日当り消費量 880

小売りにある在庫量 570 10% 0.6日 

消費の何日分

1日分

0.2日分

1.2日分

0.2日分

1.1日分

0.2日分

米

産地
在庫量

38
％

小売
在庫量

62
％

飲料水

ﾒｰｶｰ
在庫量

85％

小売
在庫量

10％
問屋

在庫量

15％

カップ麺

問屋
在庫量

20％

小売
在庫量

10％

ﾒｰｶｰ
在庫量

70％

震災時増産可能量

全体の２０％程度

※代表メーカーから聞き取り

4

参考：南海トラフ巨大地震の社会的影響

・・ 南海トラフ巨大地震の被害範囲は、国土の南海トラフ巨大地震の被害範囲は、国土の3030％、国民の％、国民の44５％に及ぶ。５％に及ぶ。

・・ 社会的影響も全国比較で、事業者数で社会的影響も全国比較で、事業者数で4646％、製造品出荷量は７８％と甚大。％、製造品出荷量は７８％と甚大。
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